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8月31日（火）に文科省の2022年度概算要求が公表されました。一般会計総額は前年度当初予算比11.7％増の5兆9161億円、文

教関係予算も同9.1％増の4兆3859億円で、いずれも増額となっています。7月7日の政府の「基本的な方針」では私学経常費助成が一

律10％削減の対象項目に含まれており、8月に「経常費助成予算の増額要求」を求める緊急FAX要請行動を呼びかけましたが、そのとり

くみが今回の増額要求を実現させました。 

 私立高校等経常費助成の一般補助は9億円増の861億円。「幼児児童生徒1人当たり単価の増額」と注記があるものの、その単価や伸び

率は公表していません。私立高校等 IＣＴ教育設備整備費は 4 億円増の 16 億円。このほかにも、IＣＴ環境整備や校内 LＡＮ整備、さらに

ICT 支援員派遣や ICT 支援セ

ンター整備などがあり、力を入

れていることがわかります。 

一方、高等学校等就学支援金

は50億円減の4119億円。

年収 910 万円未満世帯への

118,800 円、590 万円未満

世帯への 396,000 円はまっ

たく変わらず、制度の拡充を求

める運動を強める必要があり

ます。また、高校生等奨学給付

金は「私学非課税世帯第1子」

が 13,200 円 増 の 年 額

142,800円となりますが、第

2子や通信制・専攻科では、「オ

ンライン学習に必要な通信費

相当額」3000円の増額に留ま

っています。 

 今回の概算要求に、2021年

度まで 5 年間実施されてきた

私立小中学校の「実証事業」（年

収 400 万円未満世帯に年額

10万円の授業料補助）の制度

変更が含まれていることがわ

かりました。下の記事にあるよ

うに、支援の対象を「家計急変

世帯」に限ることによって、分

断と排除を生む危険のある制

度変更です。また、この新事業

は文科省のホームページには

いっさい書かれておらず、9月

3日（金）の畑野君枝衆議院議

員事務所への文科省レクに全

国私教連役員が同席した際に

明らかにされたものです。予算

や通知等をよく調べ、必要があ

れば行政や議員に開示を求め、

よりよい制度設計になるよう

言うべきことは伝える、という

姿勢が求められている事例で

す。 

「私学の無償化」をめざし、

経常費助成の国庫補助大幅拡

充と就学支援金のさらなる拡

充を求める今年の私学助成運

動を、力を合わせてすすめてい

きましょう。 
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